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１．はじめに
近年，米国を中心に，ホテルなどの宿泊産業でレベニューマネジメント（Revenue Management）
と呼ばれる手法が一般化してきている。レベニューマネジメントとは，販売価格の変更と提供客室
数の管理とを通じて顧客の需要を管理することである。レベニューマネジメントの定義には様々な
ものがあるが，本論文では最も広い範囲をとらえた Cross（１９９８）の「収益を最大化するために，
ミクロマーケットレベルにおける消費者行動を予測し，製品をその利用度に応じて最適な価格で提
供できるよう精緻な戦略を利用すること」という定義を採用する。日本の宿泊施設においても，収
益管理のために，このレベニューマネジメントが広く紹介され，急速に進展している。ただし，日
本の宿泊施設における収益管理の現状については限定的な調査にとどまっており，必ずしもその実
態は明確ではない。
日本の宿泊施設における収益管理の現状を質問票調査に基づいて定量的に明らかにした研究には，
青木・植竹（２００９，２０１６），植竹・青木（２０１１），長谷川・吉岡・徳江（２０１４）がある。青木・植竹
（２００９，２０１６）および植竹・青木（２０１１）はレベニューマネジメントが普及過程にある北海道およ
び沖縄の宿泊施設に焦点を当てている。青木・植竹（２００９）は２００９年１月に実施した質問票調査に
基づき，両地域においても一定の割合で広い意味でのレベニューマネジメントが実施されているこ
と，両地域では繁閑格差が売上金額においても来客数においても経営に深刻な影響を及ぼしている
こと，繁忙期には客室単価を重視し，閑散期には稼働率を重視する傾向があることを明らかにした。
植竹・青木（２０１１）は２０１０年７月に実施した質問票調査に基づき，両地区のネット直販比率が通年
で見ると北海道では１０～１５％と回答したホテルが一番多いのに対して，沖縄では０～５％と回答し
たホテルが一番多いこと，商品プラン策定の際に考慮する要因としては顧客セグメントが最も重視
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されていること，商品プランの価格設定に際しては自社の売上目標や競合他社の価格よりも自社の
需要予測に基づいて価格設定が行われる傾向が強いこと，インターネットを利用した広報活動とし
ては自社ホームページと口コミサイトが最も重視されていること，今後５年間のネット直販の増加
の予測としては北海道では１～１．５倍，沖縄では２～３倍に増加することが期待されていることな
どを明らかにした。青木・植竹（２０１６）は２０１５年９月に実施した質問票調査に基づき，通年のネッ
ト直販比率が北海道と沖縄ともに３０～４０％と回答したホテルが一番多いこと１，収益管理の方法と
してはエクセル等を用いて需要予測を行いコントロールを実施しているホテルが最も多かったこと，
レベニューマネジャーはすべての客室価格の決定について権限を有しているケースが多かったこと
などを明らかにした。これら一連の研究を通じて，北海道および沖縄といった航空機の利用を伴う，
直前需要があまり見込めない地域においてもレベニューマネジメントが急速に普及しつつあること
が明らかになった。
長谷川ら（２０１４）は，社団法人日本ホテル協会の加盟ホテルを対象に２０１０年に質問票調査を行い，
「システムとしてイールド・マネジメント２を導入している企業」が２２．７６％，「思考方法としては導
入している企業」が５６．１０％であったことを明らかにした３。また，ホテルのタイプ別にみると，シ
ティホテルの２３．８１％がレベニューマネジメントをシステムとして導入しており，５４．７６％が思考方
法としてレベニューマネジメントを導入していること，リゾートホテルでシステムとしてレベニュ
ーマネジメントを導入しているホテルはゼロであるが，８８．２４％が思考方法として導入しているこ
とを明らかにした。
以上のような限られた研究成果はあるものの，日本の宿泊施設が，どのような経営環境のもと，
いかなる方針で収益管理を実施しており，それがどの程度の効果を上げているのかについては包括
的な調査がされているとは言えない。また経年的な変化に関する調査も不十分である。そこで本稿
では，筆者らが２０１７年に実施した質問票調査に基づき，日本の宿泊業界の収益管理の現状を明らか
にし，その結果について考察することを目的とする。
２．日本の宿泊施設における収益管理
ここではまず，近年の日本の宿泊施設における収益管理の方法と，そこで用いられる業績尺度に
ついて述べる。
２．１ レベニューマネジメントを導入した販売活動
近年，楽天トラベル（https : //travel.rakuten.co.jp/）やじゃらん（https : //www.jalan.net/），Ex-
１２００９年の調査結果（青木・植竹，２００９）と比較して，青木・植竹（２０１６）は，この５年間で，北海道および沖縄県のホ
テル等における収益管理の環境は大きく変化したと結論付けている。
２長谷川ら（２０１４）においては，イールド・マネジメントと表記されている。イールド・マネジメントはレベニューマネ
ジメントの別称である。
３「思考方法として導入している」の意味は同文献には明記されていないが，本質問票調査における「エクセル等を用い
て担当者が独自に需要予測を行い，価格ないし提供プランのコントロールを実施」と「需要予測は行わず，他の宿泊施
設の提供価格等を参考にしながら，価格や提供プランのコントロールを実施」との両方を含む回答であると推測される。
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pedia（https : //www.expedia.co.jp）や Booking.com（https : //www.booking.com）といった国内
外の OTA（Online Travel Agent）と呼ばれるインターネット上の旅行代理店の発展によって，消
費者は有店舗のリアルエージェントを通さずに航空券や宿泊施設を比較検討しながら購入すること
が一般的になってきた。その結果，宿泊施設が自らターゲットとする顧客層に対して販売戦略を策
定して，その戦略に基づいてレベニューマネジメントを実施するだけでなく，様々なマーケティン
グ活動も実施する必要が生じている。
OTAを経由して客室を販売する場合，宿泊施設は需要予測を基に価格と販売客室数および販売
チャネルを決定し，あとは予約状況を見ながら収益が最大化するように調整するといった PDCA
サイクルを回していくことになるが，図表１が示すように，各宿泊施設が置かれている状況（外部
環境）やハードウェア，販売戦略および主要な販売チャネルによってその運用方針は異なってくる
（青木・植竹，２０１７）。
さらに近年，インターネットの普及に伴い，口コミに代表されるレピュテーションが消費者の行
動に大きな影響を与えるようになってきており，Andersen（２０１２）も指摘しているように，レベ
ニューマネジメントにも大きな影響を及ぼしてきている。
２．２ 宿泊施設で用いられる業績尺度
宿泊施設で用いられる業績評価尺度としては，RevPAR（Revenue per Available Rooms：販売可
能客室１室あたり収益）が広く用いられている（Okumus,２００４; Tranter et. al.,２００９）。RevPARは，
ADR（Average Daily Room Rate：平均客室販売単価）と客室稼働率とを乗じた数値である。
平均客室販売単価と客室稼働率は，トレードオフの関係にある。すなわち，一般に稼働率を向上
図表１ レベニューマネジメントを導入した販売活動
出典：植竹・青木（２０１７）
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させるためには客室販売単価を下げる必要があり，客室販売単価を向上させると稼働率は低下する
ことが知られている。したがって，収益の最大化を図るために両者の積である RevPARが業績評価
尺度として用いられる（Bartz，２００７；Yeoman and McMahon−Beattie，２０１１）。
また，地域における売上のシェアも業績評価尺度として頻繁に用いられる。これは，ADRや客
室稼働率，RevPARといった尺度は自社の数値に基づいて算定される尺度であるが，実際には，客
室稼働率や平均客室販売単価は市場の動向やその地域における競争環境の変化といった外的な要因
の影響を受けてしまうからである。これに対して，地域におけるその回答施設の売上のシェアは，
外的な要因をある程度排除した尺度と考えることができる。
３．質問票調査の概要と回答企業のプロフィール
本調査は，日本の宿泊施設における収益管理の現状を調査するため，１００室以上の客室を保有す
る宿泊施設に対して質問票を送付した４。送付時期は２０１７年の７月および９月である。合計で３，３３２
通の質問票を送付し，７１７施設からの回答を得た５。回収率は２１．５％であった。質問票の送付先は各
施設の総支配人とし，回答に相応しい者が社内にいる場合には質問票の転送を依頼した。なぜなら，
宿泊施設によって，収益管理の担当部署およびその責任者の権限の強さは異なるからである。回収
された質問票のうち，差出人不明の２通を除いた７１５の回答施設のプロフィールは図表２と図表３
の通りである。
図表２の宿泊施設の分類（シティホテル，ビジネスホテル，リゾートホテル，日本旅館，その他）
４２０１７年夏の時点で，客室数が二桁（１０室から９９室）の宿泊施設は９，５８４施設存在していた。したがって，今回の調査は
１０室以上の客室を保有する施設の規模でいうと，上位３分の１の宿泊施設を調査対象としていることになる。
５企業単位の質問票調査とは異なり，宿泊施設ごとに質問票を送付した。ホテルや旅館を保有する企業の多くは複数の施
設を運営しており，その販売政策や事業環境の認識は施設ごとに異なると考えられるからである。
図表２ 地域別，宿泊施設の種類別のプロフィール
シティホテル ビジネスホテル リゾートホテル 日本旅館 その他 合計
北海道 １２ ２３ １１ １０ ０ ５６
東北地方 １１ ４５ ７ １０ ０ ７３
関東地方 ４５ １１３ １４ ７ ５ １８４
中部地方 ２７ １０３ １６ ６ ２ １５４
関西地方 １８ ５２ ３ ５ １ ７９
中国地方 ５ ２９ １ ３ ０ ３８
四国地方 ７ １２ ２ ２ ０ ２３
九州 １４ ６４ ５ ０ ０ ８３
沖縄 ４ ９ １２ ０ ０ ２５
合計 １４３ ４５０ ７１ ４３ ８ ７１５
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は，質問者が設定した選択肢に対する施設側の回答に基づいている６。母集団を反映して，ビジネ
スホテルが過半数を占める結果となった（４５０施設／７１５施設＝６２．９％）。また，地域別にみると，
関東地域および中部地域の回答が多い。
また，図表３の規模については，１００室から１９９室を小規模，２００室から３９９室を中規模，４００室以
上を大規模と便宜的に表記した。回答施設の規模については，客室規模が１００室以上２００室未満のホ
図表４ 回答施設の業績の競合他社との比較結果
客室稼働率
平均客室販売単価
（ADR）
RevPAR
地域における
シェア
シティホテル
平均値 ３．３ ３．５ ３．５ ３．５
標準偏差 １．０ １．０ １．０ ０．９
ビジネスホテル
平均値 ３．５ ３．２ ３．３ ３．４
標準偏差 １．０ ０．９ ０．９ ０．８
リゾートホテル
平均値 ３．２ ３．２ ３．０ ３．３
標準偏差 １．０ １．０ １．０ ０．９
日本旅館
平均値 ３．５ ３．４ ３．５ ３．６
標準偏差 １．０ １．０ ０．８ ０．９
その他
平均値 ３．４ ３．１ ３．１ ３．６
標準偏差 １．２ １．０ １．０ ０．９
合計
平均値 ３．４ ３．３ ３．３ ３．４
標準偏差 １．０ １．０ ０．９ ０．９
図表３ 地域別，規模別のプロフィール
大規模 中規模 小規模 合計
北海道 １ ２６ ２９ ５６
東北地方 ０ １５ ５８ ７３
関東地方 ２０ ４５ １１９ １８４
中部地方 ３ ４２ １０９ １５４
関西地方 １４ ２３ ４２ ７９
中国地方 １ １０ ２７ ３８
四国地方 ０ ６ １７ ２３
九州 ３ ２７ ５３ ８３
沖縄 ０ １４ １１ ２５
合計 ４２ ２０８ ４６５ ７１５
６「その他」の宿泊施設としては，カプセルホテル，会員制のホテルなどの回答があった。
日本の宿泊施設の収益管理に関する実態調査
11
テルが過半数を占めることになった（４６５施設／７１５施設＝６５．０％）。したがって，以下の回答およ
び平均値は，１００室から２００室規模の回答施設の特性を強く反映している可能性が高い。一方で，本
調査における回答企業は母集団の特性をある程度適正に反映しており，回答数も多いため，日本の
宿泊施設全体の傾向を示していると考えられる。
次に，回答した宿泊施設のプロフィールを確認するため，回答者の近年の業績（客室稼働率，平
均客室販売単価（ADR），RevPAR，地域におけるシェア）は，想定している競合他社と比較して
どの程度優れているか，回答を依頼した。結果は，図表４の通りである。回答形式は５点リッカー
トスケールであり，５点が「優れている」，３点が「同等」，１点が「劣っている」である。いずれ
の項目も，すべての施設のタイプにおいて平均値は３点台であった。したがって，本実態調査の結
果は，収益管理に関連する業績が平均以上の施設の傾向を反映している可能性があることを留意し
ておく必要がある。
４．質問票の調査結果
（１） ネット直販の売上
近年のネットエージェントの成長により，売上に占めるネット直販の比率は増大している。植竹・
青木（２０１１）は，ネット販売の比率の増加によって客室の提供価格の変更と販売プランの割り当て
の柔軟な変更が可能になり，レベニューマネジメントを実施するための条件が整ってきたことを指
摘している。また，牛場・酒井・斎藤・志方（２０１６）によると，２０１５年度の日本のオンライン旅行
市場の規模は９兆７，０３３億円となり，ネット直販の比率は，２０１３年度の３３．９％から３９．４％に過去２
年間で約６ポイント上昇したという。本調査では，宿泊施設のネット直販売上（OTAサイト経由
の売上と自社ホームページを経由した売上）が売上高に占める比率（通年）について回答を依頼し
た。結果は，図表５の通りである。
売上に占めるネット直販の比率で一番多かったのは，４０～６０％であった（２５８施設：３６．１％）。ま
た，次に多かったのは６０～８０％であった（１８３施設：２５．６％）。これらの点を考慮すると，小規模の
業者を除いた１００室以上の規模の宿泊施設では，売上の半分以上がネット経由で生じている可能性
図表５ ネット直販の比率（施設のタイプ別）
売上高に占めるネット直販売上の比率（金額ベース）
０～２０％ ２０～４０％ ４０～６０％ ６０～８０％ ８０～１００％ 回答なし 合計
シティホテル ７ ５１ ６８ １３ ２ ２ １４３
ビジネスホテル １９ ５４ １６０ １５８ ４８ １１ ４５０
リゾートホテル １０ ２９ ２３ ６ ２ １ ７１
日本旅館 １１ ２３ ７ ２ ０ ０ ４３
その他 １ １ ０ ４ １ １ ８
合計 ４８ １５８ ２５８ １８３ ５３ １５ ７１５
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が高い。また，セグメント別にみると，リゾートホテルおよび日本旅館は２０～４０％と回答した施設
が最も多く，シティホテルおよびビジネスホテルほどにはネット経由の売上の比率が高くないこと
が分かる。
また，この結果を地域別に示したのが図表６である。ほとんどの地域において，「４０～６０％」と
いう回答が最も多かった。関東地方や中部地方のような大都市を抱える地域においては，「６０～８０％」
が二番目に多く，レベニューマネジメントを実施するための環境が整っていることを示している。
一方で，北海道や沖縄などの地域においては，「２０～４０％」という回答が最も多い。
（２） 事業環境の認識
回答した宿泊施設は，自らが直面している事業環境をどのように認識しているだろうか。宿泊施
図表７ 事業環境の認識（宿泊施設の規模別）
大規模 中規模 小規模 合計
将来の需要予測はあてにならない ３．０ ３．０ ３．０ ３．０
他の宿泊施設との価格競争が激しい ４．０ ３．６ ３．５ ３．５
季節による需要変動が激しい ３．３ ３．６ ３．５ ３．５
顧客の多くはリピーターである ３．０ ３．２ ３．３ ３．３
稼働率の繁閑格差が大きい ２．７ ３．１ ３．２ ３．２
ターゲットとすべき市場が明確である ３．９ ３．６ ３．７ ３．７
１年間で満室になる日が，１００日以上ある ２．９ ２．９ ２．８ ２．９
周辺の宿泊施設よりも高価格帯の顧客を
ターゲットとしている
２．９ ２．８ ２．５ ２．６
図表６ ネット直販の比率（施設のエリア別）
売上高に占めるネット直販売上の比率（金額ベース）
０～２０％ ２０～４０％ ４０～６０％ ６０～８０％ ８０～１００％ 回答なし 合計
北海道 ５ ２２ １３ １１ ４ １ ５６
東北地方 ５ １８ ３１ １８ １ ０ ７３
関東地方 ９ ２８ ７５ ５０ １８ ４ １８４
中部地方 １６ ２１ ５１ ４９ １４ ３ １５４
関西地方 ６ ２３ ２７ １５ ５ ３ ７９
中国地方 １ ６ １６ １４ １ ０ ３８
四国地方 ０ ７ １１ ３ ２ ０ ２３
九州 ５ １９ ２９ ２０ ６ ４ ８３
沖縄 １ １４ ５ ３ ２ ０ ２５
合計 ４８ １５８ ２５８ １８３ ５３ １５ ７１５
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設の規模および種類別の回答は図表７および図表８の通りである。
規模別の分類（図表７）を見ると，規模による平均値の差は一部（価格競争の激しさ，稼働率の
繁閑格差など）を除くとそれほど大きくない。他の宿泊施設との価格競争は，規模が大きい施設ほ
ど激しいと認識されている。また，規模の大きな施設は，大都市圏に多く所在するためか，稼働の
繁閑格差は大きくないと考えているようである。一方で，事業環境の認識に関する質問項目間の違
いは大きい。
宿泊施設の種類別の分類（図表８）を見ると，規模よりも宿泊施設の種類によって回答の差が生
じていることが分かる。とりわけ，シティホテルは価格競争の激しさに特徴があり，ビジネスホテ
ルはリピーターの多さと季節や稼働の繁閑格差の小ささに特徴がある。リゾートホテルは，ビジネ
スホテルとは逆にリピーターは少なく，季節や稼働の繁閑格差が大きい傾向がある。これらの特徴
の違いが，収益管理実務の違いに影響を及ぼしていると推察できる。
（３） 収益管理の方法
本質問項目は，収益管理の実施体制についての質問である。宿泊施設における客室部門の収益管
理の方法として，もっとも近いものを選んでもらった。回答結果は図表９および図表１０の通りであ
る。
収益管理の方法については，規模が大きくなるほど，システムとしてレベニューマネジメントを
導入している企業の比率が高い。一方で，相対的に規模が小さい宿泊施設においても，過半数が需
要予測を行い，提供価格およびプランのコントロールを実施している。図表９の結果を宿泊施設の
種類ごとに示したのが図表１０である。いずれの種類の施設においても，「エクセル等を用いて担当
者が独自に需要予測を行い，価格ないし提供プランのコントロールを実施」している宿泊施設が最
も多かった。
長谷川ら（２０１４）の２０１０年の調査では，システムとしてレベニューマネジメントを実施している
企業はリゾートホテルでは存在せず，シティホテルでは２３．８１％であった。２０１７年に実施された本
調査では，リゾートホテルの３１．０％，シティホテルの４３．９％がシステムとしてレベニューマネジメ
ントを実施していると回答している。両者の比較より，この７年間の間にあらゆる種類の宿泊施設
図表８ 事業環境の認識（宿泊施設の種類別）
シティホテル ビジネスホテル リゾートホテル 日本旅館
将来の需要予測はあてにならない ３．２ ３．０ ３．０ ２．８
他の宿泊施設との価格競争が激しい ３．７ ３．５ ３．４ ３．３
季節による需要変動が激しい ３．７ ３．４ ４．２ ３．９
顧客の多くはリピーターである ３．０ ３．４ ３．０ ２．９
稼働率の繁閑格差が大きい ３．１ ３．０ ３．８ ３．６
ターゲットとすべき市場が明確である ３．６ ３．７ ３．７ ３．６
１年間で満室になる日が，１００日以上ある ２．５ ３．０ ２．７ ２．９
周辺の宿泊施設よりも高価格帯の顧客を
ターゲットとしている
３．３ ２．３ ２．８ ３．０
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において，システムとしてのレベニューマネジメントの導入が急速に進展したことがうかがえる。
これは，前述した OTAの発展と密接にかかわっているであろう。
（４） レベニューマネジャーの権限
レベニューマネジャーが果たしている役割について，最も良くあてはまるものを回答してもらっ
た。回答結果は図表１１および図表１２の通りである。
多くの日本のホテルには，レベニューマネジャーというポジションが存在している。レベニュー
マネジャーの存在は，OTAと深い関連を有している。法人に対する営業や，販売を行う代理店に
対する交渉を行っていた際には，客室販売の責任者は代理店別の販売数量の割り当て（アロットメ
図表９ 収益管理の方法（宿泊施設の規模別）
大規模 中規模 小規模 合計
システムとしてレベニューマネジメントを
導入し，需要予測，価格ないし提供プラン
のコントロールを実施
１９
（４５．２％）
７８
（３８．０％）
１５０
（３２．９％）
２４７
（３５．２％）
エクセル等を用いて担当者が独自に需要予
測を行い，価格ないし提供プランのコント
ロールを実施
１８
（４２．９％）
９２
（４４．９％）
１９５
（４２．９％）
３０５
（４３．４％）
需要予測は行わず，他の宿泊施設の提供価
格等を参考にしながら，価格や提供プラン
のコントロールを実施
３
（７．１％）
１８
（８．８％）
７１
（１５．６％）
９２
（１３．１％）
価格ないし提供プランのコントロールは実
施していない
２
（４．８％）
１７
（８．３％）
３９
（８．６％）
５８
（８．３％）
合計
４２
（１００％）
２０５
（１００％）
４５６
（１００％）
７０２
（１００％）
※実数の下の比率は，宿泊施設の規模ごとに集計した数値の比率を示している。
図表１０ 収益管理の方法（宿泊施設の種類別）
シティホテル ビジネスホテル リゾートホテル 日本旅館
システムとしてレベニューマネジメントを
導入し，需要予測，価格ないし提供プラン
のコントロールを実施
６１
（４３．９％）
１５２
（３４．４％）
２２
（３１．０％）
７
（１６．７％）
エクセル等を用いて担当者が独自に需要予
測を行い，価格ないし提供プランのコント
ロールを実施
６３
（４５．３％）
１６９
（３８．２％）
４３
（６０．６％）
２９
（６９．０％）
需要予測は行わず，他の宿泊施設の提供価
格等を参考にしながら，価格や提供プラン
のコントロールを実施
１１
（７．９％）
７１
（１６．１％）
５
（７．０％）
４
（９．５％）
価格ないし提供プランのコントロールは実
施していない
４
（２．９％）
５０
（１１．３％）
１
（１．４％）
２
（４．８％）
合計
１３９
（１００％）
４４２
（１００％）
７１
（１００％）
４２
（１００％）
※実数の下の比率は，宿泊施設の種類ごとに集計した数値の比率を示している。
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図表１１ レベニューマネジャーの権限（宿泊施設の規模別）
大規模 中規模 小規模 合計
料飲や宴会などを含めた，宿泊施設のすべ
ての販売価格の決定権限を有している
４
（９．５％）
２２
（１０．６％）
６７
（１４．４％）
９３
（１３．０％）
すべて（リアルエージェントと OTA（On-
line Travel Agent））の客室販売価格の決定
権限を有している
１８
（４２．９％）
９２
（４４．２％）
１８９
（４０．６％）
２９９
（４１．７％）
OTA経由の販売価格の決定権限を有して
おり，かつその他の販売価格の決定にも関
与している
１２
（２８．６％）
４９
（２３．６％）
８６
（１８．５％）
１４７
（２０．５％）
OTA経由の販売価格の決定権限のみを有
しており，その他の販売価格の決定には関
与しない
４
（９．５％）
１１
（５．３％）
２６
（５．６％）
４１
（５．７％）
OTA経由の販売価格決定に関与している
が，最終決定権限は有していない
２
（４．８％）
２４
（１１．５％）
６９
（１４．８％）
９５
（１３．２％）
その他
２
（４．８％）
８
（３．８％）
１７
（３．７％）
２７
（３．８％）
合計
４２
（１００％）
２０８
（１００％）
４６５
（１００％）
７１７
（１００％）
※実数の下の比率は，宿泊施設の規模ごとに集計した数値の比率を示している。
図表１２ レベニューマネジャーの権限（宿泊施設の種類別）
シティホテル ビジネスホテル リゾートホテル 日本旅館
料飲や宴会などを含めた，宿泊施設のすべ
ての販売価格の決定権限を有している
１０
（７．１％）
５８
（１３．２％）
１４
（１９．７％）
９
（２０．９％）
すべて（リアルエージェントと OTA（On-
line Travel Agent））の客室販売価格の決定
権限を有している
７８
（５５．７％）
１８３
（４１．６％）
２１
（２９．６％）
１４
（３２．６％）
OTA経由の販売価格の決定権限を有して
おり，かつその他の販売価格の決定にも関
与している
２８
（２０．０％）
９１
（２０．７％）
２０
（２８．２％）
７
（１６．３％）
OTA経由の販売価格の決定権限のみを有
しており，その他の販売価格の決定には関
与しない
７
（５．０％）
２６
（５．９％）
４
（５．６％）
４
（９．３％）
OTA経由の販売価格決定に関与している
が，最終決定権限は有していない
１４
（１０．０％）
６２
（１４．１％）
１１
（１５．５％）
７
（１６．３％）
その他
３
（２．１％）
２０
（４．５％）
１
（１．４％）
２
（４．７％）
合計
１４０
（１００％）
４４０
（１００％）
７１
（１００％）
４３
（１００％）
※実数の下の比率は，宿泊施設の種類ごとに集計した数値の比率を示している。
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ント），交渉時における価格決定を行えばよかった。しかし，OTAの普及によって，販売価格の変
更，プラン別の割り当ての変更が可能になり，その結果として OTA向けの価格決定と客室割り当
ての変更を担当するレベニューマネジャーというポジションが生まれた。近年では，レベニューマ
ネジャーの役割は拡大し，より多くの権限と責任を有する傾向にある７。
レベニューマネジャーの権限と責任が拡大したのは，全体の利益を犠牲にしても特定の部門やセ
グメントの利益を最大化しようとする部分最適を解消するためであり，最終的には，客室以外の部
門も含めた宿泊施設全体の価格の決定権限と責任を有するようになる。今回の結果によると，規模
が大きい宿泊施設の方がレベニューマネジャーの権限も大きくなる傾向がみられた。また，リゾー
トホテルやビジネスホテルのように，売上高に占める客室売上の比率が高い施設の方が，レベニュ
ーマネジャーの権限が大きくなる傾向がみられた。
（５） 収益管理の方針
宿泊施設の収益管理の方針についてまとめたものが，図表１３である。レベニューマネジメントの
典型的な実務が，どの程度当てはまるかについて回答を依頼している。回答結果からは，いくつか
の特徴を見出すことができる。
第１に，最初の４つの質問結果より，シティホテル，ビジネスホテル，リゾートホテルにおいて
は，販売価格の変更や販売プランの開け閉めは，競合他社よりも自社の需要動向に基づいて行う傾
向が強いことが明らかになった。ただし，日本旅館については，「自社の客室の埋まり具合に応じ
て，客室の販売価格を頻繁に変更する」という回答に対してやや否定的な回答が多く，他の宿泊施
設とは異なる傾向がみられる。
幅広い顧客セグメントの取り込みについては，シティホテルが最も積極的な意向を有しているこ
とが明らかになった。これに対して，他の種類の宿泊施設は，否定的ではないが中間的な結果となっ
た。
価格の変更方針についての質問が，６番目から８番目の質問である。宿泊日直前の割引について
は，どの種類の宿泊施設も否定的な回答が多かった。これに対して，早期割引制度の導入について
は，日本旅館を除けば概ね肯定的な結果になった。とりわけ，シティホテル，リゾートホテルにお
いて積極的に早期割引制度が導入されていることが分かる。これらの回答から，多くの宿泊施設は，
ADRを維持するために価格の一貫性（早期に予約した顧客に対しては低い価格を提示し，直前に
予約した顧客に対しては高い価格を提示するということ）を重視していることが分かる。一方で，
稼働率の向上を最重要視するという回答もビジネスホテルや日本旅館では多いことが明らかになっ
た。
９番目から１１番目の質問は，需要予測とそれに伴う PDCAサイクルの実施に関連する質問であ
る。回答からは，需要予測という計画値の設定とその頻繁な変更，計画と実績との差異に関する事
後的な統制の両方を重視している傾向がみられる。とりわけ，シティホテルではその傾向が強い。
一方で，ビジネスホテルは，需要予測の頻繁な更新はそれほど重視されていない。また，全般的な
傾向として，需要予測の頻繁な更新よりも，事後的な差異の原因分析の実施に注力している。
７レベニューマネジャーの組織内における位置づけと，その権限との関係については，植竹・青木（２０１５）において詳細
に検討されている。
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１２番目と１３番目の質問は，収益管理に関する情報共有に関連する質問である。全般的には，収益
管理に関する目標値は従業員間で共有されているが，その意義は十分には理解されていないという
傾向がみられた。
（６） レピュテーション管理の方針
前述したように，近年，日本のホテルや旅館においても，レピュテーションの管理が重視される
図表１３ 収益管理の方針（宿泊施設の種類別）
シティ
ホテル
ビジネス
ホテル
リゾート
ホテル
日本旅館 合計
自社の客室の埋まり具合に応じて，
客室の販売価格を頻繁に変更してい
る
平均値 ４．０ ３．４ ３．４ ２．７ ３．５
標準偏差 １．１ １．４ １．１ １．２ １．３
自社の客室の埋まり具合に応じて，
販売プランの開け閉めを頻繁に行っ
ている
平均値 ３．９ ３．４ ３．７ ３．７ ３．６
標準偏差 １．０ １．２ １．１ １．１ １．２
競合他社の価格を見て，客室の販売
価格を頻繁に変更している
平均値 ３．４ ２．９ ３．０ ２．２ ３．０
標準偏差 １．２ １．４ １．２ １．０ １．３
競合他社の価格を見て，販売プラン
の開け閉めを頻繁に行っている
平均値 ３．１ ２．６ ２．８ ２．４ ２．７
標準偏差 １．２ １．３ １．２ １．０ １．３
客室の販売価格帯を広く設定し，幅
広い顧客セグメントを取り込もうと
している
平均値 ３．６ ３．０ ３．１ ３．２ ３．１
標準偏差 １．１ １．３ １．１ １．０ １．２
宿泊日直前には客室価格を大幅に下
げ，直前の需要を取りもうとしてい
る
平均値 ２．３ ２．０ ２．３ １．８ ２．１
標準偏差 １．１ １．１ １．２ ０．９ １．１
早期割引制度を多用して，需要の早
期取り込みを重視している
平均値 ３．８ ３．０ ３．５ ２．９ ３．２
標準偏差 １．２ １．４ １．２ １．４ １．４
収益管理としては，稼働率を向上さ
せることを他の要因よりも優先的に
考える
平均値 ２．８ ３．１ ２．９ ３．１ ３．０
標準偏差 １．０ １．１ ０．９ １．０ １．１
需要予測の予測数値は頻繁に更新す
る
平均値 ３．４ ２．９ ３．１ ２．９ ３．０
標準偏差 １．１ １．１ １．１ １．０ １．１
事前に市場や競合他社の詳細な分析
を行ったうえで，価格の決定を行う
平均値 ３．５ ３．０ ３．２ ２．９ ３．１
標準偏差 ０．９ １．１ １．０ １．０ １．０
需要予測と結果（実需）との差が生
じた原因について，事後的に詳細な
分析を行う
平均値 ３．４ ３．１ ３．２ ２．９ ３．２
標準偏差 １．０ １．１ １．１ ０．９ １．１
収益管理に関する目標値は，スタッ
フ全員によって共有されている
平均値 ３．６ ３．２ ３．２ ３．０ ３．３
標準偏差 １．０ １．２ １．２ １．２ １．２
収益管理を行うことの意義，重要性
をスタッフ全員が完全に理解してい
る
平均値 ３．２ ２．９ ３．１ ２．８ ３．０
標準偏差 １．０ １．１ １．１ １．１ １．１
青木章通・植竹朋文・佐々木郁子
18
ようになっている（植竹・青木，２０１７）。レピュテーションの管理において回答施設がどのような
方針を採用しているかについてまとめたものが，図表１４である。口コミ情報を販売促進のツールと
してとらえる意向は強いが，現状では口コミは価格決定には十分には用いられていない。しかし，
近年，レピュテーション情報と販売価格との関係について検証する論文（たとえば，Wang et al.,
図表１４ レピュテーション管理の方針（宿泊施設の種類別）
口コミを販売促進のツー
ルとしてとらえている
口コミを客室の販売価格
決定の際に考慮している
シティホテル
平均値 ４．０ ２．８
標準偏差 ０．９ １．０
ビジネスホテル
平均値 ３．７ ２．４
標準偏差 １．１ １．１
リゾートホテル
平均値 ４．０ ２．９
標準偏差 １．０ １．２
日本旅館
平均値 ３．７ ２．９
標準偏差 ０．８ １．１
その他
平均値 ４．３ ２．０
標準偏差 １．４ １．２
合計
平均値 ３．８ ２．６
標準偏差 １．０ １．１
図表１５ レピュテーション管理の方針（収益管理の方法別）
口コミを販売促進のツー
ルとしてとらえている
口コミを客室の販売価格
決定の際に考慮している
システムとしてレベニューマネジメントを導
入し，需要予測，価格ないし提供プランのコ
ントロールを実施
平均値 ４．１ ２．７
標準偏差 ０．９ １．１
エクセル等を用いて担当者が独自に需要予測
を行い，価格ないし提供プランのコントロー
ルを実施
平均値 ３．９ ２．７
標準偏差 ０．９ １．１
需要予測は行わず，他の宿泊施設の提供価格
等を参考にしながら，価格や提供プランのコ
ントロールを実施
平均値 ３．４ ２．３
標準偏差 １．２ １．１
価格ないし提供プランのコントロールは実施
していない
平均値 ２．９ １．９
標準偏差 １．２ １．０
合計
平均値 ３．８ ２．６
標準偏差 １．０ １．１
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２０１５; Edwin and Dipendra,２０１６; Xie et al.,２０１６など）が数多く発表されていることから，これら
の実務は将来的には変化する可能性がある。
図表１５は，レピュテーション管理の方針と収益管理の方法との関係を示している。この分析から
は，システムとしてレベニューマネジメントを導入している宿泊施設であっても，口コミを販売促
進のツールとしては認識しているが，販売価格の決定には用いていないことが明らかになった。一
方で，システムとしてレベニューマネジメントを導入している企業の方が点数が高く，何らかの方
法で口コミを活用する傾向が強いことが明らかになった。
（７） ポイント・プログラムの効果
次にポイント・プログラムの効果についてまとめたものが，図表１６である。ポイント・プログラ
ムとは，顧客囲い込みのためのロイヤルティ・プログラムの一種で，購買金額や購買回数などに応
じて「ポイント」を与え，累積したポイント数に応じた特典，キャッシュ・バックなどを行うもの
である（青木・佐々木，２０１１）。
回答施設のうち，ポイント・プログラムを導入していると回答したのは５７０社であった（導入率
７９．７％）。すなわち，回答施設の約８割が，何らかのポイント・プログラムを導入していた。この
図表１６ ポイント・プログラムの効果
シティ
ホテル
ビジネス
ホテル
リゾート
ホテル
日本旅館 合計
新規顧客の獲得
平均値 ４．１ ４．０ ３．９ ３．６ ４．０
標準偏差 ０．９ １．１ １．０ ０．９ １．０
来訪頻度の増加
平均値 ４．２ ４．２ ４．１ ４．２ ４．２
標準偏差 ０．９ ０．９ ０．８ ０．８ ０．９
取引の長期化
平均値 ３．９ ４．０ ４．０ ４．０ ４．０
標準偏差 １．０ １．０ ０．９ ０．９ １．０
顧客離反の防止
平均値 ４．０ ４．１ ３．８ ３．７ ４．０
標準偏差 ０．９ ０．９ ０．７ １．０ ０．９
競合他社との対等な競争条件の
維持
平均値 ３．６ ３．５ ３．５ ２．９ ３．５
標準偏差 １．１ １．１ ０．８ ０．７ １．１
グループ内他事業への顧客の
誘導
平均値 ３．６ ３．１ ３．６ ３．５ ３．２
標準偏差 １．２ １．４ ０．９ ０．７ １．４
顧客情報の収集
平均値 ３．５ ３．０ ３．７ ３．３ ３．２
標準偏差 １．１ １．２ ０．９ １．０ １．２
会員への情報提供
平均値 ３．６ ３．０ ３．９ ３．４ ３．２
標準偏差 １．０ １．２ ０．７ １．１ １．２
販売促進費用の削減
平均値 ３．０ ２．８ ３．２ ２．９ ２．９
標準偏差 １．１ １．１ １．０ １．０ １．１
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結果から，宿泊施設におけるポイント・プログラムは広く普及していることが分かる。ポイント・
プログラムがもたらしている効果に関する評価は，図表１６の通りであった。
この結果から，多くの宿泊施設において，新規顧客の確保，リピーターの維持を重視しているこ
とが分かる。一方で，販売促進費用の削減は比較的重視されておらず，売上の増大に関わる意図が
強いことが明らかになった。
５．おわりに
本稿では，１００室以上の客室を保有する日本の宿泊施設を対象とした質問票調査の結果を示し，
その内容について考察した。調査の結果，以下の点が明らかになった。
第１に，従来と比較して，ネット直販の比率が非常に高くなっていることが明らかになった。宿
泊施設の種類，地域による差は依然として存在しているが，ネット直販の比率はおおむね４割を超
えており，その比率は今後さらに増加していくことが予想される。
第２に，システムとしてレベニューマネジメントを導入している宿泊施設が増加しており，それ
に伴いレベニューマネジャーの責任と権限も強化される傾向がみられた。多くのレベニューマネ
ジャーが客室部門の売上全体に対して責任と権限を有しており，とりわけ売上全体に占める客室売
上の比率が高いビジネスホテルやリゾートホテル，宿泊と料飲とがセットになっている日本旅館に
おいては，一定の割合のレベニューマネジャーが料飲等も含めた施設全体の売上に対して責任と権
限を有していた。
第３に，収益管理の方針については，価格やプランの開け閉めは他社の状況よりも自社の需要動
向に基づいて意思決定される傾向が強く，価格の一貫性も重視されていた。また，需要予測につい
ても，計画の設定と事後的な差異分析との両方が重視されていたが，事後的な統制の方がやや重要
度が高い傾向がみられた。
第４に，レピュテーションは注視されており，販売促進のためのツールとして強く意識されてい
た。しかし，レピュテーションのスコアを価格決定に関連付けることは現状ではまだ発展途上の問
題であり，間接的に意識されているに過ぎない。
第５に，多くの宿泊施設においてポイント・プログラムが導入されていた。その目的は，新規顧
客の獲得から既存顧客の維持まで多岐にわたる。しかし，売上の増大が主たる目的であり，販促コ
ストの削減についてはあまり重視されていないことが明らかになった。
本稿では以上の点を明らかにしたが，まだ多くの課題も存在している。本稿では地域，宿泊施設
の種類，規模に注目して分析を行ったが，地域別の比較を精緻化する必要があると考える。大都市，
典型的な観光都市，リゾートなど特徴ある地域別の比較を行うことで，日本の宿泊施設の収益管理
の特徴をより際立たせることが出来るだろう。次に，統計的な分析も不可欠である。質問項目間の
詳細な関係を統計的分析を通じて明らかにしていく必要がある。これらの課題については，稿を改
めて検討を行う予定である。
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